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８ その他
\ 設計共同体の名称は、「平成25年度土木工事
及び業務委託等における諸経費動向調査業務

¾ ¾・××設計共同体」とする。
] 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、設計共
同体としての資格の認定を受け、かつ、当該
業務の「公募型プロポーザル方式に係る手続
開始の公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））」（平成25

年４月16日付け支出負担行為担当官関東地方
整備局長）に示すところにより技術提案書の
提出者として選定されていなければならな
い。

６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 24

] Nature and quantity of the products to be

purchased : Software Defined Radio Sys-

tem for Satellite Communications 1 Set

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 25年４月 16日
国立大学法人東北大学理事 佃 良彦

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04

〇第５号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 24

] 導入計画物品及び数量
衛星通信用ソフトウェア無線装置 一式

^ 調達方法 購入等
_ 導入予定時期 平成25年度９月以降
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 評価試験装置
ａ ソフトウェアによる変復調処理、誤り
訂正処理、回線制御処理等を可能とし、
同一の装置において、複数の衛星通信方
式に対応可能とすること。
ｂ 地上系無線通信方式（携帯電話、無線
ＬＡＮ、車車間通信のいずれか１種類以
上）の無線装置と接続可能な構造である
こと。
ｃ コグニティブ無線機構を動作可能であ
ること。

Ｂ 評価試験環境模擬装置
ａ ソフトウェアによる変復調処理、誤り
訂正処理、回線制御処理等を可能とし、
同一の装置において、複数の衛星通信方
式に対応可能とすること。
ｂ スカパーＪＳＡＴ株式会社EsBirdシ
ステムに準拠する中間周波数（ＩＦ）信
号を送受信可能であること。
ｃ 地上系無線通信方式（携帯電話、無線
ＬＡＮ、車車間通信のいずれか１種類以
上）の無線装置と接続可能な構造である
こと。
ｄ コグニティブ無線機構を動作可能であ
ること。

Ｃ 衛星通信変復調処理ソフトウェア
ａ スカパーＪＳＡＴ株式会社EsBirdシ
ステムで使用されているＶＳＡＴ
（Very Small Aperture Terminal）局
仕様の信号処理方式に準拠すること。
ｂ 情報速度の可変に対応すること。

Ｄ 評価試験装置評価用シミュレータ
ａ 評価試験装置ならびに評価試験環境模
擬装置の性能を評価するための機能を有
していること。

Ｅ ソフトウェア無線端末制御用アプリケー
ション
ａ 回線制御部とソフトウェア無線制御部
等で構成されること。
ｂ スカパーＪＳＡＴ株式会社EsBirdシ
ステムで使用されているＤＡＭＡ
（Demand Assignment Multiple Ac-

cess）仕様に準拠する回線制御情報の生
成並びに解析が可能なこと。
ｃ スカパーＪＳＡＴ株式会社EsBirdシ
ステムで使用されている回線速度変更制
御が可能であること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１]の物
品に関する一般的な参考資料及び同`の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
\ 資料等の提供期限 平成25年５月17日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

] 提供先 〒980`8577 仙台市青葉区片平
２`１`１ 東北大学財務部調達室調達第一
係長 菊地 崇 電話022`217`4869

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
\ 交付期間 平成25年４月16日から平成25年
５月17日まで。

] 交付場所 上記２]に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会を
開催する。
\ 開催日時 平成25年４月22日14時00分
] 開催場所 東北大学電気通信研究所２号館
４階中会議室

５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 25年４月 16日
独立行政法人国立病院機構
大阪医療センター院長 楠岡 英雄

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 27

〇第 08806号（c08806）
１ 調達内容
\ 品目分類番号 22、31

] 導入計画物品及び数量 高線量率密封小線
源治療システム 一式

^ 調達方法 購入
_ 導入予定時期 平成26年３月
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
{ 高線量率リモートアフターローディング
放射線治療装置であること。

| 高精度に体腔内及び組織内密封小線源治
療装置を行うことができること。

} 治療計画装置及びＸ線シュミレータ装置
を装備し高精度な治療計画が実施できるこ
と。

~ 高精度な放射線治療を実施するために必
要な周辺機器を有すること。

� 本院既存のネットワークシステムを（病
院情報システム及び放射線情報システム、
放射線画像サーバー等）とオンライン運用
ができること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１]の物
品に関する一般的な参考資料及び同`の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
\ 資料等の提供期限 平成25年６月３日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

] 提出先 〒540`0006 大阪府大阪市中央区
法円坂２`１`14 国立病院機構大阪医療セ
ンター企画課長 木村 一夫 電話06`

6942`1331 内線2325

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
\ 交付期間 平成25年４月16日から平成25年
６月３日まで。

] 交付場所 上記２]に同じ。
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
５ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 22, 31

] Nature and quantity of the products to be

purchased : high-dose rate remote con-

trolled after loading radiotherapy system. 1

set

^ Type of the procurement : Purchase

_ Basic requirements of the procurement :

{ The system should be a high-dose rate

remote controlled after loading radiot-

herapy system.

| The system must have equipments and

functions to perform precise intraca-

vitary and interstitial brachytherapy.

} The system must have treatment plan-

ning planingand Xray imaging apparotus,

treatment planning can be carried out

with high precision.

~ The system must have peripheral de-

vices to achieve precise brachytherapy.

� The system must connect an existing

network system. (Hospital information

system and Radiotherapy information

system are existing networks.)

` Time-limit for the submission of the re-

quested material : 5 : 00 P.M June 3, 2013

a Contact point for the notice : Kazuo

Kimura, Director, Accounting Division, Na-

tional Hospital Oraganization, Osaka Na-

tional Hospital, 2`1`14 Hoenzaka Chuo-

ku Osaka-shi, Osaka-fu 540`0006, Japan.

TEL 06`6942`1331 ext. 2325�
š
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